
中期経営計画に関するスモール・グループ・ミーティングにおける質疑応答 
 
 
日時：２０１６年５月２７日、３１日 
 
 
≪サービス事業について≫ 
Q：EmpoweredOffice(ＥＯ)事業について、NECネッツエスアイ自体が導入したこと

で、どのようなコスト削減につながったのですか。 
A：2010年の本社移転に際し、全社で EOを導入しましたが、その結果、書類保管スペ

ースの削減等でフロア面積が４割削減され、電力使用量５割減、紙の使用量が６割
減といった効果があがっており、お客様にも関心を持っていただいています。 

 
Q：ＥＯ事業について、同様のソリューションを手掛けている会社はありますか。 
A：例えば、最近では複数のＳＩｅｒも、ワークスタイル改革などと言い始めています

が、当社は２００７年から他社に先駆けてＥＯを提唱・実践している点、空間デザ
インやオフィス設備まで提供できる点が大きな違いです。また、什器メーカーも競
合することがありますが、ＩＣＴ技術を独自にもっていないため、パートナー企業
として協業する関係でもあります。 

 
Q：ＥＯは NECネッツエスアイの強みを活かせる事業と理解しますが、収益性も高いの

ですか。 
A：コンサルティングから任せて頂ける案件では、価格競争とならないため、通常の案

件よりも高い収益性になります。 
 
Q：ＥＯを首都圏以外の企業向けにも拡大する計画だったと思いますが、どの様な状況

ですか。 
A：関西、中部といった大都市圏への展開は進んでいますが、それ以外の地域ではあま

り大きな成果が出ていません。ある程度の企業規模のお客様の方が案件が具体化し
やすい傾向にあります。 

 
Q：女性やシニアなどの働き方多様化ニーズがあるとのことですが、既にお客様からの

具体的な要望等が出てきているのですか。 
A：女性活躍社会を目指す中で、テレワークは、政府、民間企業ともに興味を持ってい

る分野です。実際、当社のカスタマーフェアに来られたお客様のアンケート結果を
みても、テレワークへの興味が強いという結果が出ており、ＩＣＴと、人事制度改
革と組み合わせたソリューションとして話をさせていただくケースが増えています。 

 
 
 



Q：昨年１０月から MVNOサービスを開始して、手ごたえはいかがでしょうか。 
A：すでに、６０もの実証実験につながっており、一部は大口の受注がほぼ確定してい

るものもあります。一気に採用が広がるという性質の事業ではありませんが、ニー
ズが顕在化している印象であり、実証事件を行いながら拡大していく考えです。 

 
Q：NECネッツエスアイの MVNOは、利用ニーズに応じた回線料金の設定が強みのよ

うですが、他社も同様の料金設定で提供する会社が出てくる可能性はありませんか。 
A：スピードが大切であり、他社に先行して始めました。ＩｏＴ向けの回線サービスを

提供する会社もありますが、当社は回線だけではなく、機器の設置からＳＩ、保守
運用まで含めたトータルサービスが提供できるのが大きな強みとなっております。 
また、この分野では、多くのパートナーと一緒に組むことも重要ですが、その際、
パートナーとの回線接続の評価までできる点が当社ならではの特徴です。 
 

 
≪インフラ事業について≫ 
Q：今中計で注力するインフラ事業として、放送・CATV、防災、鉄道・道路をあげてい

ますが、それぞれどういう時間軸で拡大していくと考えていますか。 
A：放送に関して、今中計で期待しているのは、地上波デジタル放送開始時に納入した

マスター設備の更新需要です。昨年一昨年と、東京のキー局マスターの更新が始ま
り、今後は２～３年、地方局の更新となります。中計期間にわたる需要となります。 
ＣＡＴＶは次世代放送である４Ｋに対応した需要で、容量の大きい４Kを送れるよ
うにＣＡＴＶの光化を行うものです。昨年、ＢＳ放送で４Ｋ放送が始まり、今後順
次サービスが拡大していきますのでオリンピックに向けて需要が拡大していくもの
と考えています。ＣＡＴＶ業者の半分は当社のお付き合いのある顧客ですので、こ
のような顧客基盤を活用して受注を獲得していきたいと考えています。 
防災無線については、日本には、市町村１８００ぐらいありますが、このうち２割
は防災無線が未整備ですし、設置されていてもアナログのところが６割くらいあり、
ここがターゲットになります。消防無線のデジタル化と異なり、デジタル化の期限
が決められていませんが、災害対策は重要なテーマですので、毎年、何らかの形で
２００～３００億円の予算がつく安定的な事業です。このような市町村防災に加え
て、県防災があり、システムの更新期が来ています。NECグループとしてのシェア
の高さも活用できる分野ですので、これを活かして事業を拡大していく考えです。 
高速道路のネットワークは、監視等のため、３００億円規模の予算が安定的にあり
ますが、新東名、新名神など高速道路の新設に伴って、マーケットが広がっていき
ます。鉄道の一番のターゲットは列車無線です。相互乗り入れが増えていますが、
アナログ無線の場合は無線機を２台持つ必要があるのが、デジタル無線化にすれば
1台で済むため、更新需要が出て来ます。 

 
 
 



≪グローバル事業について≫ 
Q：アウトバンド事業のターゲットとして、鉄道や空港のプロジェクトを挙げています

が、どのようにして受注を狙うのですか。 
A：すでにいろいろな国で実績もありますが、日本の ODAなども活用して受注を狙いま

す。日本連合の中でネットワークを担当していきます。 
 
Q：アウトバンド事業のなかで、タイ、ミャンマーを軸としている理由は何でしょうか。

また、両国がアウトバウンド事業に占める割合はどの程度ですか。 
A：２５年タイで事業を行っており、お客様との良好な関係などの事業基盤があります。

さらにタイでは現在の３Gから LTEや、それらに関連した光ファイバーなど需要が
盛り上がっています。ミャンマーについても、急成長している国である一方、イン
フラがまだ不充分で、様々な事業機会が期待できます。両国でアウトバウンド事業
の１/３程度を占めており、中期的にも同程度の比率を維持する考えです。 

 
Q：キャリア向け事業については厳しい状況が続いていますが、その人員を海外事業に

配置することはあるのですか。 
A：海外事業への人員シフトは既に実施しています。ただし、収益性を高めるためには、

ローカライズし、現地の人材を中心とした事業を行うことが重要です。実際に、タ
イでもそのような体制になっています。ミャンマーに設立した新会社では、日本人
は２名、その他は現地のメンバーという構成です。合弁パートナーには、学校を運
営している会社もあり、現地の優秀な人材を活用しやすいメリットがあります。 

 
Q：ミャンマーの人材を日本でも活用する考えはあるのですか。 
A：ミャンマーの優秀な人材を他の国でも活用する考えで、中期的には、国内事業でも

活用できると期待しています。 
 
Q：インバウンド事業について、外国からの旅行客が到着した空港にも、ビジネス機会

があるとのことですが、管制システムを手掛けているのですか。 
A：管制システムではなく、フライトインフォメーションや、セキュリティを提供して

います。また、飛行機が到着後、ゲートまで誘導する VDGSと言うシステムがあり
ますが、それは当社のシェアが１００％です。 

 
Q：外国人向けのＡＴＭとは、どういったシステムを納めているのですか。 
A：当社が提供しているのは ATMの機器そのものではなく、外国人がＡＴＭを利用する

時の多言語ヘルプデスクサービスです。多言語サービスは、１１９番通報でも、外
国人の安心・安全のために利用されています。 

 
 
 
 



Q：多言語サービスの拠点は、日本においているのですか。オンライン英会話教室など、
インドやフィリピンにつなぐことで、格安でサービスを提供していますが、海外に
拠点を設ける考えはありますか 

A：NECネッツエスアイの多言語サービスは、１１９番通報など命に関わる分野もサポ
ートしています。そのため、誤解のない正しい日本語を話せるよう、日本語検定一
級を取得しているメンバーを配置していますし、救急処置や技術教育などの関連技
能も習得してサービスを行っています。 

 
≪成長投資について≫ 
Q：投資は３年で２００億円とのことですが、具体的にどのようなところに投資を行う

のか、例を挙げてください。 
A：例えば、ＥＯを更に強化するために投資します。常に、お客様に興味を持っていた

だけるよう、新技術・新設備を導入していく考えで、テレワーク環境の整備などに
も投資をしていきたいと考えています。また、ＭＶＮＯもスタートしたばかりです
ので、さらに投資が必要ですし、基幹システム刷新による効率化などにも投資をし
ていきたいと思います。 

 
Q：テレワーク関連ではどのような投資を行うのでしょうか。 
A：実証実験などに投資をする必要があり、テレワークについては、２年前から社内で

実証実験を進めています。日本企業がテレワークを実施する上での課題の１つは、
如何にチームワークが維持できるかという点です。同じ空間で業務を行っていない
ため、疎外感が生まれ易く、それ避けるための工夫が必要です。また、勤務時間の
把握も重要で、実証実験の成果を活かして、テレワーク用の勤怠管理システムなど
も開発しています。また、セキュリティを確保することも重要で、このような課題
に対し、実証実験を通じて解決策を提案していきます。 

 
Q：前中期計画では、３件の M＆Aがあり、売上成長に寄与しました。今回の中期計画

には M&Aを織り込んでいないようですが、オーガニックで目標達成を目指す考え
ですか。 

A：前中期計画でも、当初 M＆Aは計画に入れていませんでしたが、結果として、成長
戦略に適う案件があり、３つの M＆Aを実施しました。M＆Aは相手もあることな
ので、中期計画に入れにくい部分があります。Ｍ＆Ａについては、戦略に沿った良
い案件があれば実施していきたいと考えています。 

 
≪収益性の改善について≫ 
Q：ベース事業が減少し、注力事業を伸ばすという計画ですが、このミックスの変化が、

利益率の改善計画にどのような影響を与えますか。 
A：総じて言えば、サービス型の事業が増えることにより利益率が改善しますが、その

一方で、インフラ分野では価格競争が激化しています。従って、各プロジェクトで
コスト改善の努力が重要であり、これが収益性改善の柱となります。 



 
Q：原価率は、すでにかなり高いレベルにあると思いますが、継続的にどこまで改善し

ていく考えですか。 
A：飽くなき改善を目指していきたいと考えます。本中期計画期間中には、営業利益率

で 0.５％の改善を目指しています。ＳＧ＆Ａ効率も改善していく考えですが、成長
投資も必要ですので、原価率の改善がより重要だと考えています。 

 
Q：通信事業者向け事業の急激な環境悪化で 16年 3月期はキャリアネットワーク分野

の損益が大きく悪化しました。中期計画期間中も通信事業者向け事業には期待でき
ないということですが、更に売上高が減少してもコスト面での対応は可能なのでし
ょうか。 

A：通信事業者向け事業のスリム化を進め、その成果が 16年 3月期の第４四半期にな
り、顕在化しました。ようやく通信事業者の設備投資動向に対応できる体制が出来
たと考えており、今後は投資動向に応じてコストコントロールしていきます。 

 
 
≪その他≫ 
Q：新中期計画期間は、通信事業者向けは回復しない前提とのことですが、５Ｇはまだ

出てこない想定なのですか。 
A：５Gになっても、基地局については、設置工事の単価が小さくなるため、大きな期

待はしていません。しかし、５Ｇのネットワークを使うことで、IoTなどのサービ
スについては事業チャンスが拡大すると期待しています。 

 
Q：NECネッツエスアイの配当利回りは魅力的ですが、今後の配当の方針を教えてくだ

さい。 
A：安定配当を基本方針としており、ＤＯＥも考慮しています。中長期の株主様に安定

的に還元を拡大できるよう、収益力を高めていきたいと考えています。 
 
Q：NECと連携して取組む分野と、自社独自で取組む分野とがあると思いますが、新し

い中期計画期間中に NECとの距離感に変化はありますか。 
A：大きな変化は想定していません。中期計画は、当社独自の戦略に基づき策定してい

ますが、その中で、放送分野など NECの強みを活かせる分野では提携していきます。 
 
 

以上 
 
 
※本資料は、５月２７日と３１日の２回に分けて開催しましたセルサイド・アナリスト
とのミーティングの質疑をまとめたものです。質問のだぶりや順序等、理解頂きやす
いようにまとめ直しております。 


